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 （注）１．当社は第14期第２四半期連結会計期間末日（みなし取得日）に子会社を取得したため、第２四半期連結会計
期間より四半期連結財務諸表を作成しており、第13期については連結財務諸表を作成していないため、前第
３四半期連結累計期間、前第３四半期連結会計期間及び前連結会計年度に代えて、前第３四半期累計期間、
前第３四半期会計期間及び前事業年度について記載しております。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第13期 
第３四半期 
累計期間 

第14期 
第３四半期 
連結累計期間 

第13期 
第３四半期 
会計期間 

第14期 
第３四半期 
連結会計期間 

第13期 

会計期間 

自 平成20年 
７月１日 

至 平成21年 
３月31日 

自 平成21年 
７月１日 

至 平成22年 
３月31日 

自 平成21年 
１月１日 

至 平成21年 
３月31日 

自 平成22年 
１月１日 

至 平成22年 
３月31日 

自 平成20年 
７月１日 

至 平成21年 
６月30日 

売上高 （千円）  2,647,360  2,318,335  758,570  886,382  3,411,334

経常利益 （千円）  295,385  40,546  39,807  76,438  308,424

四半期（当期）純利益 （千円）  173,211  37,280  22,807  68,321  184,706

持分法を適用した場合の 
投資利益 

（千円）  －  －  －  －  －

資本金 （千円） － －  280,400  286,400  280,400

発行済株式総数 （株） － －  11,335  11,635  11,335

純資産額 （千円） － －  1,323,887  1,361,892  1,335,605

総資産額 （千円） － －  2,469,829  2,337,966  2,447,116

１株当たり純資産額 （円） － －  116,796.42  117,051.32  117,830.21

１株当たり四半期（当
期）純利益 

（円）  15,463.33  3,252.87  2,012.15  5,872.06  16,440.69

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益 

（円）  14,968.43  3,198.58  1,966.89  5,832.49  15,948.09

１株当たり配当額 （円）  －  －  －  －  2,100

自己資本比率 （％） － －  53.6  58.3  54.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円）  177,726  △222,622 － －  325,025

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円）  △132,369  △59,392 － －  △172,088

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円）  △110,704  △71,399 － －  △156,855

現金及び現金同等物の 
四半期末（期末）残高 

（千円） － －  1,305,390  1,024,870  1,367,195

従業員数 （人） － －  196  232  218
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 平成22年６月期第２四半期連結会計期間において、当社は株式会社インターネットディスクロージャーの全株式を
取得し、連結子会社としております。これに伴い、従来までの「ライセンス販売」「コンサルティング・サービス」
「サポート・サービス」の３区分に新たな事業区分として「情報検索サービス」を追加いたしました。 
 また、主要な関係会社について異動はありません。  

  

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 
  

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であり
ます。なお、臨時従業員数は、その総数が従業員数の100分の10未満のため記載を省略しております。 

  
(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であり
ます。なお、臨時従業員数は、その総数が従業員数の100分の10未満のため記載を省略しております。 

  

２【事業の内容】 

３【関係会社の状況】 

４【従業員の状況】 

  平成22年３月31日現在

従業員数（人）   232

  平成22年３月31日現在

従業員数（人）   217
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(1）生産実績 
 該当事項はありません。 

(2）受注状況 
 当第３四半期連結会計期間の受注状況を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
２．当社は、第２四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同期比については記載
しておりません。  

(3）販売実績 
 当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
２．当社は、第２四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同期比については記載
しておりません。  

３．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合については、その割合が100分の10以
上に該当する相手先がないため記載を省略しております。 

  

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。  
また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  
  

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

第２【事業の状況】 
１【生産、受注及び販売の状況】 

事業部門別 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

ライセンス販売  125,453  －  －  －

コンサルティング・サービス  315,027  －  369,894  －

サポート・サービス  277,770  －  410,413  －

情報検索サービス  61,620  －  35,880  －

合計  779,872  －  816,188  －

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

ライセンス販売  125,453  －

コンサルティング・サービス  342,968  －

サポート・サービス  330,705  －

情報検索サービス  87,253  －

合計  886,382  －

２【事業等のリスク】 

３【経営上の重要な契約等】 
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(1）業績の概況  
 当第３四半期連結会計期間におけるソフトウェア・情報サービス産業は、企業の業績は回復基調にあるものの、
市場の縮小・価格の低下傾向が幅広い分野で進行し、企業のＩＴ投資は慎重かつ厳しい選別が継続されており、投
資の抑制・先送りに加え、受注競争の激化等、経営環境は依然として厳しい状況で推移しました。 
 このような環境の下、当社はソフトウェアによる経営の効率化・企業競争力の強化を支援し、お客様の要請に応
えられる連結経営ソリューションの提案・提供に努めるため、お客様により近く、実行力のあるビジネス・チーム
制の組織編制を行い、新たな事業創造のため専任組織による事業展開及び商品開発・提供を推進してまいりました
が、効果発現までのリードタイムや足元のＩＴ投資環境の厳しさ等、収益は伸び悩む推移となりました。 
 売上の状況に関しましては、ライセンス販売は、投資抑制やＩＦＲＳ（国際会計基準）導入の検討・見極めのた
め、大型案件の動きが鈍く、新規案件が減少したことに加え、受注競争の激化の影響により価格も低下傾向で推移
し、既存のお客様への機能拡張提案に伴う販売は寄与したものの、125,453千円となりました。 
 サービス分野におきましても、ライセンス販売の停滞及び大型プロジェクトの収束に加え、新規大型案件の動き
は鈍く、既存のお客様への提案強化による受注成果はあるものの、342,968千円となっております。 
 なお、定期継続利用となるサポート及び情報検索サービスにつきましては、価格への低下圧力等はあるものの顧
客維持に努めた結果、417,959千円となり比較的安定的な推移となっております。 
 また、このような状況の中、今後の成長のためＩＦＲＳ（国際会計基準）対応のソリューションに関する戦略的
な支出は継続して実施しておりますが、経費削減及び生産性の向上による効率化により利益確保に努めておりま
す。 
 この結果、平成22年３月31日現在におけるDivaSystemご利用お客様数は620社となり、当第３四半期連結会計期
間の売上高は886,382千円、経常利益76,438千円、四半期純利益68,321千円となっております。 
なお、平成21年11月10日付で株式会社インターネットディスクロージャーの全株式を取得し子会社としたことに
伴い、第２四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期との比較は行っており
ません。 
  
(2）財政状態  
 （資産） 
 当第３四半期連結会計期間末の総資産は、2,337,966千円となりました。内訳としては、流動資産が1,829,944千
円、固定資産が508,021千円であります。 
 （負債） 
 当第３四半期連結会計期間末の負債合計は、976,074千円となりました。内訳としては、流動負債が817,543千
円、固定負債が158,531千円であります。 
（純資産）  
 当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は、1,361,892千円となりました。 
(注) 当社は、第２四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期との比較は行

っておりません。  
  
(3）キャッシュ・フローの状況  
 当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は、1,024,870千
円となっております。 
 当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は、次のとおりでありま
す。 
 （営業活動によるキュッシュ・フロー） 
 営業活動の結果使用した資金は、50,503千円となりました。 
 資金の主な増加要因は、税金等調整前四半期純利益76,438千円、減価償却費25,866千円、未払金及び未払費用の
増加57,681千円等であり、資金の主な減少要因は、売上債権の増加77,572千円、前受収益の減少17,907千円、その
他流動負債の減少40,667千円、法人税等の支払額54,037千円等であります。 
 （投資活動によるキュッシュ・フロー） 
  投資活動の結果使用した資金は、4,369千円となりました。 
 資金の主な減少要因は、有形固定資産の取得2,703千円、無形固定資産の取得1,665千円であります。 
 （財務活動によるキュッシュ・フロー） 
  財務活動の結果使用した資金は、8,990千円となりました。 
 資金の増加要因は、長期借入による収入20,000千円であり、資金の主な減少要因は、リース債務の返済12,740千
円、長期借入金の返済9,269千円、社債の償還5,000千円等であります。 
(注) 当社は、第２四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期との比較は行

っておりません。  
  
(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 
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  当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更、新たに生じた課題等は
ありません。 

  
(5）研究開発活動  
 当第３四半期連結会計期間における研究開発活動の金額は、54,298千円であります。 
 なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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(1）主要な設備の状況 
 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  
(2）設備の新設、除却等の計画 
 当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ
りません。 

  

第３【設備の状況】 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）１.「提出日現在発行数」欄には、平成22年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ
り発行された株式数は含まれておりません。 

２．権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。なお、単元株制度は採用しておりませ
ん。  

  

第４【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  38,940

計  38,940

種類 
 第３四半期会計期間末 
 現在発行数（株） 
（平成22年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成22年５月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  11,635  11,635
大阪証券取引所 
（ヘラクレス） 

（注）２ 

計  11,635  11,635 － － 
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 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 
平成15年12月25日臨時株主総会決議 

 （注）１．株式の分割または株式の併合をおこなう場合、上記の目的たる株式数は、分割または併合の比率に応じ次の
算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で行使していな
い新株予約権の目的たる株式の数についてのみおこなわれ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、こ
れを切り捨てるものとする。 

２．新株予約権発行後、株式の分割または併合がおこなわれる場合、上記払込金額は分割または併合の比率に応
じ次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）または自
己株式の処分が行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円
未満の端数は切り上げるものとする。 

３．平成18年９月27日をもって１株を５株に分割しております。これにより「新株予約権の目的となる株式の
数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額」が調整されております。 

  

（２）【新株予約権等の状況】 

区分 第３四半期会計期間末現在 
（平成22年３月31日） 

新株予約権の数（個）  20

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１・３  100

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）２・３  40,000

新株予約権の行使期間 
 自 平成17年12月25日 
 至 平成25年12月24日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）（注）２・３ 

発行価格    40,000 
資本組入額   20,000 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、
当社または当社の子会社の取締役もしくは従業員の地位に
あることを要す。ただし、任期満了による退任、定年退職
その他正当な理由のある場合にはこの限りでない。 
その他の条件は、本総会及び新株予約権付与の取締役会決
議に基づき、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間
で締結する「新株予約権付与契約書」で定めるところによ
る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入、その他の処分は認めないものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割（または併合）の比率 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新株式発行（処分）前の時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行（処分）株式数 
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 該当事項はありません。 

  

  

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま
せん。  

  

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、
記載することができないことから、直前の基準日（平成21年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお
ります。  
  

①【発行済株式】  

  
②【自己株式等】 

  

（３）【ライツプランの内容】 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高
（株） 

資本金 
増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金 
残高 
（千円） 

 平成22年１月１日～ 
 平成22年３月31日  

 －  11,635  －  286,400  －  223,200

（５）【大株主の状況】 

（６）【議決権の状況】 

  平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式     11,635  11,635 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数  11,635 － － 

総株主の議決権 －  11,635 － 

  平成22年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

－ －  －  －  －  －

計 －  －  －  －  －
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【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 
  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 
  (1）新任役員        

 （注） 平成22年１月15日開催の臨時株主総会の終結の時から平成22年６月期に係る定時株主総会の終結の時までであ
ります。 

  

２【株価の推移】 

月別 平成21年 
７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 平成22年 

１月 ２月 ３月 

最高（円）  144,900  141,000  135,000  135,000  136,500  157,800  185,000  195,000  282,200

最低（円）  129,000  125,500  125,000  125,000  120,000  119,000  137,100  176,000  192,000

３【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 
株式数 
（株） 

就任 
年月日 

取締役   － 滝澤 博 昭和22年 
11月26日生 

昭和46年７月 ピート・マーウィック・ミッチェル
（現 ＫＰＭＧ）会計事務所入所 

昭和51年３月 公認会計士登録 
昭和52年７月 
  
平成12年８月  
  
平成22年１月  

監査法人サンワ東京丸の内事務所（現 
有限責任監査法人トーマツ）入所 
株式会社インターネットディスクロー
ジャー入社 代表取締役就任（現任） 
当社取締役就任（現任） 

（注） － 平成22年 
１月15日 
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１．四半期連結財務諸表及び四半期財務諸表の作成方法について 
(1) 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣
府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 
なお、当第３四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び当第３四半期連結累計期
間（平成21年７月１日から平成22年３月31日まで）については、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成
しております。 
(2) 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第
63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 
なお、前第３四半期会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成
20年７月１日から平成21年３月31日まで）については、改正前の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しておりま
す。 
(3) 当社は、第２四半期連結会計期間に子会社を取得したため、第２四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平
成21年12月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年７月１日から平成21年12月31日まで）より四半期連
結財務諸表を作成しております。そのため、前連結会計年度末（平成21年６月30日）に係る要約連結貸借対照表に
代えて、前事業年度末（平成21年６月30日）に係る要約貸借対照表を記載しております。また、前第３四半期連結
会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期連結損益計算書に代えて、前第３四半期会
計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期損益計算書を、前第３四半期連結累計期間
（平成20年７月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー
計算書に代えて、前第３四半期累計期間（平成20年７月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期損益計算書
及び四半期キャッシュ・フロー計算書を記載しております。 
  

２．監査証明について 
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成21年１月１日から平成
21年３月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成20年７月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期財務諸
表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、当第３四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平
成22年３月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年７月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期
連結財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
 なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツ
となっております。  

第５【経理の状況】 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 
【当第３四半期連結会計期間末】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年３月31日) 

資産の部  
流動資産  
現金及び預金 1,024,870 
受取手形及び売掛金 593,347 
仕掛品 ※2  87,526 

その他 124,200 
流動資産合計 1,829,944 

固定資産  
有形固定資産 ※1  132,249 

無形固定資産  
のれん 7,019 
その他 95,387 
無形固定資産合計 102,407 

投資その他の資産 273,365 
固定資産合計 508,021 

資産合計 2,337,966 
負債の部  
流動負債  
支払手形及び買掛金 30,427 
短期借入金 10,700 
未払金及び未払費用 169,061 
未払法人税等 16,762 
前受収益 468,608 
役員賞与引当金 3,505 
受注損失引当金 ※2  17,550 

その他 100,928 
流動負債合計 817,543 

固定負債  
社債 100,000 
その他 58,531 
固定負債合計 158,531 

負債合計 976,074 
純資産の部  
株主資本  
資本金 286,400 
資本剰余金 223,200 
利益剰余金 853,717 
株主資本合計 1,363,317 

評価・換算差額等  
繰延ヘッジ損益 △42 
為替換算調整勘定 △1,383 

評価・換算差額等合計 △1,425 

純資産合計 1,361,892 

負債純資産合計 2,337,966 
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【前事業年度末】 
（単位：千円）

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
(平成21年６月30日) 

資産の部  
流動資産  
現金及び預金 1,367,195 
受取手形及び売掛金 450,342 
仕掛品 58,960 
その他 77,822 
流動資産合計 1,954,321 

固定資産  
有形固定資産 ※1  160,466 

無形固定資産 63,490 
投資その他の資産 268,838 
固定資産合計 492,795 

資産合計 2,447,116 

負債の部  
流動負債  
支払手形及び買掛金 19,290 
短期借入金 21,687 
未払金及び未払費用 127,107 
未払法人税等 18,116 
前受収益 543,560 
受注損失引当金 1,800 
その他 175,085 
流動負債合計 906,648 

固定負債  
社債 115,000 
その他 89,863 
固定負債合計 204,863 

負債合計 1,111,511 
純資産の部  
株主資本  
資本金 280,400 
資本剰余金 217,200 
利益剰余金 837,783 
株主資本合計 1,335,383 

評価・換算差額等  
繰延ヘッジ損益 222 
評価・換算差額等合計 222 

純資産合計 1,335,605 

負債純資産合計 2,447,116 

3836/2010年-14-



（２）【四半期連結損益計算書】 
【前第３四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 2,647,360 
売上原価 1,181,791 
売上総利益 1,465,569 
販売費及び一般管理費 ※1  1,166,756 

営業利益 298,813 
営業外収益  
受取利息 2,572 
営業外収益合計 2,572 

営業外費用  
支払利息 5,709 
その他 290 
営業外費用合計 5,999 

経常利益 295,385 

税引前四半期純利益 295,385 
法人税、住民税及び事業税 154,100 
法人税等調整額 △31,925 

法人税等合計 122,174 

四半期純利益 173,211 
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【当第３四半期連結累計期間】 
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 2,318,335 
売上原価 1,200,681 
売上総利益 1,117,653 
販売費及び一般管理費 ※1  1,065,212 

営業利益 52,441 
営業外収益  
受取利息 520 
営業外収益合計 520 

営業外費用  
支払利息 4,210 
支払手数料 7,744 
その他 459 
営業外費用合計 12,414 

経常利益 40,546 

税金等調整前四半期純利益 40,546 
法人税、住民税及び事業税 66,500 
法人税等調整額 △63,234 

法人税等合計 3,265 

四半期純利益 37,280 
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【前第３四半期会計期間】 
（単位：千円）

前第３四半期会計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 758,570 
売上原価 377,601 
売上総利益 380,968 
販売費及び一般管理費 ※1  340,069 

営業利益 40,899 
営業外収益  
受取利息 798 
営業外収益合計 798 

営業外費用  
支払利息 1,753 
その他 137 
営業外費用合計 1,890 

経常利益 39,807 

税引前四半期純利益 39,807 
法人税、住民税及び事業税 47,100 
法人税等調整額 △30,100 

法人税等合計 16,999 

四半期純利益 22,807 
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【当第３四半期連結会計期間】 
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 886,382 
売上原価 451,171 
売上総利益 435,210 
販売費及び一般管理費 ※1  353,716 

営業利益 81,494 
営業外収益  
受取利息 250 
営業外収益合計 250 

営業外費用  
支払利息 1,342 
支払手数料 3,564 
その他 398 
営業外費用合計 5,305 

経常利益 76,438 

税金等調整前四半期純利益 76,438 
法人税、住民税及び事業税 65,880 
法人税等調整額 △57,762 

法人税等合計 8,117 

四半期純利益 68,321 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 
【前第３四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  
税引前四半期純利益 295,385 
減価償却費 75,076 
引当金の増減額（△は減少） 20,207 
受取利息及び受取配当金 △2,572 
支払利息 5,709 
売上債権の増減額（△は増加） 62,422 
たな卸資産の増減額（△は増加） 82,211 
仕入債務の増減額（△は減少） △32,335 
未払金及び未払費用の増減額（△は減少） △37,198 
前受収益の増減額（△は減少） △106,315 
その他 △1,569 

小計 361,020 
利息及び配当金の受取額 2,572 
利息の支払額 △5,905 
法人税等の支払額 △179,960 

営業活動によるキャッシュ・フロー 177,726 

投資活動によるキャッシュ・フロー  
有形固定資産の取得による支出 △102,122 
投資有価証券の取得による支出 △10,711 
その他 △19,536 

投資活動によるキャッシュ・フロー △132,369 

財務活動によるキャッシュ・フロー  
長期借入金の返済による支出 △28,057 
リース債務の返済による支出 △38,614 
社債の償還による支出 △35,000 
株式の発行による収入 11,933 
配当金の支払額 △20,966 

財務活動によるキャッシュ・フロー △110,704 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △65,348 

現金及び現金同等物の期首残高 1,370,738 
現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  1,305,390 
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【当第３四半期連結累計期間】 
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  
税金等調整前四半期純利益 40,546 
減価償却費 71,978 
のれん償却額 638 
引当金の増減額（△は減少） 19,255 
受取利息及び受取配当金 △520 
支払利息 4,210 
支払手数料 7,744 
売上債権の増減額（△は増加） △142,649 
たな卸資産の増減額（△は増加） △3,442 
仕入債務の増減額（△は減少） 11,136 
未払金及び未払費用の増減額（△は減少） 30,699 
前受収益の増減額（△は減少） △74,952 
その他 △116,522 

小計 △151,876 

利息及び配当金の受取額 520 
利息の支払額 △4,399 
法人税等の支払額 △66,866 

営業活動によるキャッシュ・フロー △222,622 

投資活動によるキャッシュ・フロー  
有形固定資産の取得による支出 △7,110 
無形固定資産の取得による支出 △46,162 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

※2  △1,715 

その他 △4,404 

投資活動によるキャッシュ・フロー △59,392 

財務活動によるキャッシュ・フロー  
長期借入れによる収入 20,000 
長期借入金の返済による支出 △23,487 
ファイナンス・リース債務の返済による支出 △38,048 
社債の償還による支出 △15,000 
支払手数料の支出 △2,994 
株式の発行による収入 11,934 
配当金の支払額 △23,803 

財務活動によるキャッシュ・フロー △71,399 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △313 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △353,727 

現金及び現金同等物の期首残高 1,367,195 
連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少） 11,401 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  1,024,870 
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 当第３四半期連結累計期間（自 平成21年７月１日 至 平成22年３月31日） 
  該当事項はありません。  

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項の変更  第２四半期連結会計期間より、株式会社インターネットディスクロージャ
ーの全株式を取得し子会社としたため、また、DIVA CORPORATION OF 
AMERICAについても連結財務諸表の適正性をより高めるため、連結の範囲に
含めております。 
四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項については、追加
情報に記載しております。  

２．会計処理基準に関する事項の変更 （売上高及び売上原価の計上基準の変更） 
受注制作のソフトウエアに係る収益の計上基準については、従来、検収基 

準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準 
第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」 
（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期会計期間
より適用し、第１四半期会計期間に着手した受注契約から、当第３四半期連
結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる受注契約 
（収益総額、原価総額及び決算日における進捗度を信頼性をもって見積るこ 
とができる受注契約）については工事進行基準（進捗率の見積りは原価比例 
法）を、その他の受注契約については検収基準を適用しております。 
これにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は34,742千円増加し、営
業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ11,278千円増
加しております。  

【簡便な会計処理】 

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年３月31日） 

固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の
額を期間按分して算定する方法によっています。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 
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【追加情報】 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年３月31日) 

 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

１ 連結の範囲に関する事項 
(1）連結子会社の数 ２社 
株式会社インターネットディスクロージャー 
DIVA CORPORATION OF AMERICA  
第２四半期連結会計期間より、株式会社インターネットディスクロージャーの全株式を取得し子会社としたた
め、また、DIVA CORPORATION OF AMERICAについても連結財務諸表の適正性をより高めるため、連結の範囲に含め
ております。 
  

(2）非連結子会社の名称等 
該当事項はありません。 

  
２ 持分法の適用に関する事項 
該当事項はありません。 

  
３ 連結子会社の四半期連結決算日等に関する事項 

連結子会社である株式会社インターネットディスクロージャーの決算日は３月31日であります。当第３四半期
連結財務諸表の作成にあたっては、同社が３月31日付で実施した決算による財務諸表を使用しております。 

  
４ 会計処理基準に関する事項 
(1）たな卸資産の評価基準及び評価方法 
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 
  
(2）固定資産の減価償却の方法 
① 有形固定資産 
主たる耐用年数 
建物        ５年から10年     
工具、器具及び備品 ２年から８年  
Ⅰ 自社所有資産 
定率法 

Ⅱ リース資産（リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース） 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

② 無形固定資産 
定額法 
償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準 
ソフトウエア 
Ⅰ 市場販売目的のソフトウエア 
見込販売可能期間（３年）内における見込販売収益に基づく償却  

Ⅱ 自社利用のソフトウエア 
社内における利用可能期間（３年から５年）に基づく償却 
  

(3） 繰延資産の処理方法   
株式交付費  
支出時に全額を費用処理しております。 
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当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年３月31日) 

(4）引当金の計上基準 
① 貸倒引当金 
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
なお、当四半期連結会計期間末の貸倒引当金残高はありません。 

② 受注損失引当金 
受注契約に係る案件のうち、当四半期連結会計期間末時点で将来の損失が見込まれ、かつ当該損失を合理的
に見積もることが可能なものについて、将来の損失に備えるため、その損失見積額を計上しております。 
③ 役員賞与引当金 
役員賞与の支給に備えて、当四半期連結累計期間の負担する支給見込額を計上しております。 
  

(5）ヘッジ会計の方法 
① ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理を採用しております。 
② ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段…外貨預金 
ヘッジ対象…外貨建予定取引 
③ ヘッジ方針 
為替変動リスクを回避する目的で外貨預金を利用しております。利用については実需の範囲内で行うことと
し、投機目的の取引は行わない方針であります。 
④ ヘッジの有効性評価の方法 
ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な条件が同一であり、ヘッジ開始以降のキャッシュ・フロー変動を相殺でき
るため、決算日における有効性の評価を省略しております。 
  

(6）四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
手許現金、随時引出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負
わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
  

(7）連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
全面時価評価法を採用しております。 
  
(8）のれんの償却に関する事項 
のれんの償却については、３年間の定額法により償却を行っております。  
  
(9）その他四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
① 消費税等の会計処理 
税抜方式によっております。 
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【注記事項】 
（四半期連結貸借対照表関係） 

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年３月31日） 

  
  

※２． 損失が見込まれる受注契約に係る仕掛品と受注損
失引当金は、相殺せずに両建てで表示しておりま
す。 
損失の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品の

うち、受注損失引当金に対応する額は 千円で
あります。  

※１．有形固定資産の減価償却累計額 千円334,738

9,720

  

前事業年度末 
（平成21年６月30日） 

  
  

※１．有形固定資産の減価償却累計額 千円248,150   

（四半期連結損益計算書関係） 

前第３四半期累計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成21年３月31日） 

  

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額    

役員報酬 千円83,287
役員賞与引当金繰入額 千円21,646
従業員給与賞与 千円280,119
研究開発費 千円175,874
支払手数料 千円116,095
減価償却費 千円68,249

  

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年３月31日） 

  

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額    
役員報酬 千円86,468
役員賞与引当金繰入額  千円3,505
従業員給与賞与 千円260,985
研究開発費 千円165,030
支払手数料 千円95,328
減価償却費 千円62,274

  

前第３四半期会計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日） 

  

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額    
役員報酬 千円29,112
役員賞与引当金繰入額 千円6,614
従業員給与賞与 千円83,164
研究開発費 千円34,702
支払手数料 千円30,214
減価償却費  千円24,308
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当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

  

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額    
役員報酬 千円33,560
役員賞与引当金繰入額  千円3,505
従業員給与賞与 千円94,176
研究開発費 千円54,298
支払手数料 千円23,112
減価償却費 千円21,007

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前第３四半期累計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成21年３月31日） 

  

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対
照表に掲記されている科目の金額との関係  

 （平成21年３月31日現在） 

  （千円）
現金及び預金勘定  1,305,390
現金及び現金同等物  1,305,390

  

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年３月31日） 

  

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸
借対照表に掲記されている科目の金額との関係  

 （平成22年３月31日現在） 

  （千円）
現金及び預金勘定  1,024,870
現金及び現金同等物  1,024,870

  

※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の 
   資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たに連結したことに伴う連結
開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額
と取得による支出（純額）との関係は次のとおりで
あります。 
株式会社インターネットディスクロージャー 

  

  （千円）

流動資産  347,511
固定資産  39,402
流動負債  △73,225

のれん  7,657

株式の取得価額  321,346
現金及び現金同等物  △319,631

差引：連結の範囲の変更を伴
う子会社株式の取得に
よる支出 

 1,715
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当第３四半期連結会計期間末（平成22年３月31日）及び 
当第３四半期連結累計期間（自 平成21年７月１日 至 平成22年３月31日） 
１．発行済株式の種類及び総数 
 普通株式        11,635株 

  
２．自己株式の種類及び株式数 
 該当事項はありません。 

  
３．配当に関する事項 
 配当金支払額  

  

当社グループの事業は、単一セグメントの事業であるため、該当事項はありません。 
   

本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が100％であるため、所在地別セグメン
トの記載を省略しております。 
  

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 
  

 当第３四半期連結会計期間末（平成22年３月31日） 
  該当事項はありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間末（平成22年３月31日） 
  該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日） 
 該当事項はありません。  

  

（株主資本等関係） 

  
（決議） 株式の種類 配当金の総額 （千円） 

 １株当たり 
配当額（円） 基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年９月25日 
定時株主総会 

普通株式  23,803  2,100 平成21年６月30日 平成21年９月28日  利益剰余金 

（セグメント情報） 
【事業の種類別セグメント情報】 

【所在地別セグメント情報】 

【海外売上高】 

（有価証券関係） 

（デリバティブ取引関係） 

（ストック・オプション等関係） 
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１．１株当たり純資産額 

  

  
２．１株当たり四半期純利益等 

 （注） １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであり
ます。 

  

（１株当たり情報） 

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年３月31日）   

１株当たり純資産額 117,051.32円   

前事業年度末 
（平成21年６月30日）   

１株当たり純資産額 117,830.21円   

前第３四半期累計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成21年３月31日） 

  

１株当たり四半期純利益 15,463.33円 
潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益 

14,968.43円 

  

  
前第３四半期累計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成21年３月31日） 

  

１株当たり四半期純利益     

四半期純利益（千円）  173,211   

普通株主に帰属しない金額（千円）  －   

普通株式に係る四半期純利益（千円）  173,211   

期中平均株式数（株）  11,201   

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益     

四半期純利益調整額（千円）  －   

普通株式増加数（株）  370   

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式
で、前事業年度末から重要な変動があったものの概
要 

──────   
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 （注） １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであり
ます。 

  

 （注） １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであり
ます。 

  

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年３月31日） 

  

１株当たり四半期純利益 3,252.87円 
潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益 

3,198.58円 

  

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年３月31日） 

  

１株当たり四半期純利益     

四半期純利益（千円）  37,280   

普通株主に帰属しない金額（千円）  －   

普通株式に係る四半期純利益（千円）  37,280   

期中平均株式数（株）  11,461   

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益     

四半期純利益調整額（千円）  －   

普通株式増加数（株）  195   

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式
で、前事業年度末から重要な変動があったものの概
要 

──────   

前第３四半期会計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日） 

  

１株当たり四半期純利益 2,012.15円 
潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益 

1,966.89円 

  

  
前第３四半期会計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日） 

  

１株当たり四半期純利益     

四半期純利益（千円）  22,807   

普通株主に帰属しない金額（千円）  －   

普通株式に係る四半期純利益（千円）  22,807   

期中平均株式数（株）  11,335   

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益     

四半期純利益調整額（千円）  －   

普通株式増加数（株）  261   

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式
で、前事業年度末から重要な変動があったものの概
要 

──────   
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 （注） １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであり
ます。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

  

１株当たり四半期純利益 5,872.06円 
潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益 

5,832.49円 

  

  
当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

  

１株当たり四半期純利益     

四半期純利益（千円）  68,321   

普通株主に帰属しない金額（千円）  －   

普通株式に係る四半期純利益（千円）  68,321   

期中平均株式数（株）  11,635   

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益     

四半期純利益調整額（千円）  －   

普通株式増加数（株）  79   

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式
で、前事業年度末から重要な変動があったものの概
要 

──────   

（重要な後発事象） 

２【その他】 
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

    平成２２年５月１４日

株 式 会 社 デ ィ ー バ     

取  締  役  会 御中      

  有限責任監査法人トーマツ   

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 猪 瀬 忠 彦  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 佐々田 博信  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ディ

ーバの平成２１年７月１日から平成２２年６月３０日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２２年１月１

日から平成２２年３月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２１年７月１日から平成２２年３月３１日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロ

ー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ディーバ及び連結子会社の平成２２年３月３１日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。  
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

    平成２１年５月１４日

株 式 会 社 デ ィ ー バ     

取  締  役  会 御中     

  監査法人 ト ー マ ツ   

  
指定社員 
業務執行社員   公認会計士 猪 瀬 忠 彦  印 

  
指定社員 
業務執行社員   公認会計士 佐々田 博信  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ディ

ーバの平成２０年７月１日から平成２１年６月３０日までの第１３期事業年度の第３四半期会計期間（平成２１年１月１

日から平成２１年３月３１日まで）及び第３四半期累計期間（平成２０年７月１日から平成２１年３月３１日まで）に係

る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸

表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ディーバの平成２１年３月３１日現在の財政状態、同日をもって終了

する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。  
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